
株式等の決済期間の短縮化に伴う「業務方法書」等の一部改正について

I. 改正趣旨

株式等の決済期間の短縮化に伴い、業務方法書等について、別紙のとおり所要の改正を行う。

II. 改正概要 （備  考）

１．証券決済未了の制限日（フェイル禁止日）の変更

・いずれの金融商品取引所においても上場廃止となった銘柄につ

いて、上場廃止日の前日から起算して３営業日目の日を証券決

済未了の制限日（フェイル禁止日）とする。

・証券決済未了の場合及びバイイ

ンの取扱いに関する規則第２

条

２．証券決済未了（フェイル）に係る遅延損害金の算出方法の変更

・証券決済未了（フェイル）に係る遅延損害金の算出方法につい

て、現行の営業日ベースのカウント方法から、暦日ベースでの

カウント方法に変更する。

・証券決済未了の場合及びバイイ

ンの取扱いに関する規則第３

条、有価証券引渡票に関する規

則第５条

３．バイイン実行タイミングの前倒し

・バイインの実行タイミングについて、現行から１営業日前倒し

し、バイイン請求日から起算して３日目の日にバイイン実行を

行うものとする。

・証券決済未了の場合及びバイイ

ンの取扱いに関する規則第１

３条、１４条、１５条

４．有価証券引渡票に係る有価証券の貸借の決済期限

・有価証券引渡票（Ｄｕｅ Ｂｉｌｌ）に係る有価証券の貸借の決

済は、原則として有価証券引渡票発行の日から起算して４日目

の日までに行うものとする。

・業務方法書第６４条



５．銘柄別受方参加者順位劣後化申告の導入

・清算参加者は、当社から受領予定の証券決済数量（バイインの

請求済みの数量を除く）が存在する銘柄について、銘柄別受方

参加者順位を劣後させても差し支えない数量を当社に申告する

ことができるものとする。

・銘柄別受方参加者順位劣後化申告を行う参加者は、あらかじめ、

当社の定める事項を記入した書面を当社に提出することにより

スキーム利用開始の申請を当社に行い、当社の承認を得るもの

とする。

・銘柄別受方参加者順位劣後化申告が行われた受領予定の証券決

済数量に対し、証券決済未了（フェイル）が割り当てられた場

合、当社は、当該証券決済未了（フェイル）に係る受方参加者

に対して、フェイル金額（その日のＤＶＰ清算値段に当該証券

決済未了数量を乗じた額）１００円につき３銭の遅延損害金（通

常の遅延損害金４銭に替えて３銭）を支払うこととする。

・業務方法書の取扱い第１４条

・証券決済未了の場合及びバイイ

ンの取扱いに関する規則第３条

６．その他

・権利確定日における証券決済未了（フェイル）発生時において、

証券決済未了渡方清算参加者と当社が指定する証券決済未了受

方清算参加者は、配当金、権利等に係る取扱いについて、協議

を行い、当社の定める指針を尊重して配当金、権利等に係る調

整処理を行うよう努めるものとする。

・証券決済未了の場合及びバイイ

ンの取扱いに関する規則第５条

Ⅱ．施行日

２０１９年７月１６日から施行する。

※ただし、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、２０１９年７月１６日から施行することが適当でないと当社が認める場合

には、同日以後の当社が定める日から施行する。

以 上
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業務方法書の一部改正新旧対照表

新 旧

（有価証券引渡票による決済）

第６４条 （略）

２ （略）

３ 有価証券引渡票に係る有価証券の貸借の

決済は、有価証券引渡票発行の日から起算

して４日目の日（以下この条において「有

価証券引渡票に係る有価証券の貸借の決済

期限」という。）までに行うものとする。

ただし、当該有価証券引渡票発行の日から

有価証券引渡票に係る有価証券の貸借の決

済期限までの間に次の各号に掲げる日が到

来する場合の有価証券引渡票に係る有価証

券の貸借の決済は、有価証券引渡票受方現

物清算参加者の承諾を受けたときを除き、

当該各号に掲げる日の前日（当該各号に掲

げる日が休業日に当たるときは２日前の

日）までに行わなければならない。

（１）～（６） （略）

４・５（略）

付  則

１ この改正規定は、平成３１年７月１６日

から施行し、この改正規定施行の日以後に

発行される有価証券引渡票に係る有価証券

の貸借の決済から適用する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼動に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でない当社が認める場合には、平成３１

年７月１６日以後の当社が定める日から施

行する。

（有価証券引渡票による決済）

第６４条 （略）

２ （略）

３ 有価証券引渡票に係る有価証券の貸借の

決済は、有価証券引渡票発行の日から起算

して５日目の日（以下この条において「有

価証券引渡票に係る有価証券の貸借の決済

期限」という。）までに行うものとする。

ただし、当該有価証券引渡票発行の日から

有価証券引渡票に係る有価証券の貸借の決

済期限までの間に次の各号に掲げる日が到

来する場合の有価証券引渡票に係る有価証

券の貸借の決済は、有価証券引渡票受方現

物清算参加者の承諾を受けたときを除き、

当該各号に掲げる日の前日（当該各号に掲

げる日が休業日に当たるときは２日前の

日）までに行わなければならない。

（１）～（６） （略）

４・５（略）
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（有価証券の引渡しの順位の劣後化申告）

第１４条 受方現物清算参加者は、前条に規

定する当社から受方現物清算参加者への有

価証券の引渡しの数量（証券決済未了の場

合及びバイインの取扱いに関する規則第１

０条に規定するバイインの請求が行われて

いる数量を除く。）のうち、引渡しの順位

を最下位に設定しても差し支えない数量を

当社が定める方法により銘柄ごとに当社に

申告することができる。

２ 前項に規定する申告が行われた場合、当

社は、前条の規定にかかわらず、当該申告

が行われた銘柄及び数量に係る引渡しの順

位を最下位に設定することとする。ただし、

決済日及び銘柄を同一とする申告が複数の

受方現物清算参加者から行われた場合にお

ける当該受方現物清算参加者間の当該申告

が行われた銘柄及び数量に係る引渡しの順

位については、当社が定めるところによる

ものとする。

３ 現物清算参加者は、第１項に規定する申

告を行おうとする場合には、あらかじめ、

当社所定の申請書に当社が必要と認める書

類を添付して当社に申請し、当社の承認を

得るものとする。

付  則

１ この改正規定は、平成３１年７月１６日

から施行する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼動に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でない当社が認める場合には、平成３１

年７月１６日以後の当社が定める日から施

第１４条 削除
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行する。
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証券決済未了の場合及びバイインの取扱いに関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（証券決済未了の制限）

第２条 業務方法書第６２条の２第１項に

規定する当社が必要と認めて定める日は、

次の各号に掲げる日とする。

（１） いずれの金融商品取引所（指定市

場開設者であるものに限る。）において

も上場廃止となった銘柄（同時に他の指

定金融商品市場に上場する場合を除

く。）について、上場廃止の日の前日か

ら起算して３日目の日（休業日を除外す

る。以下日数計算について同じ。）。た

だし、当該銘柄のうち転換社債型新株予

約権付社債券について、当該３日目の日

が業務方法書第６４条第３項第２号か

ら第４号までに掲げる日に当たる場合

には４日目の日とし、次のａ又はｂに定

める場合には５日目の日とする。

ａ 上場廃止の日の前日から起算して

３日目の日が、業務方法書第６４条第

３項第２号又は第３号に定める日の

前日であって、かつ、同項第４号に定

める日に当たる場合

ｂ 上場廃止の日の前日から起算して

３日目の日が、業務方法書第６４条第

３項第２号又は第３号に定める日に

当たり、かつ、その翌日が同項第４号

に定める日に当たる場合

（２）～（４） （略）

２ （略）

（遅延損害金の授受）

第３条 証券決済未了に係る渡方現物清算

参加者（以下「証券決済未了渡方清算参加

者」という。）は、証券決済未了の場合、

その日のＤＶＰ清算値段に証券決済未了

に係る有価証券の数量を乗じた額（当該日

が休業日の前日に当たる場合は、当該日の

（証券決済未了の制限）

第２条 業務方法書第６２条の２第１項に

規定する当社が必要と認めて定める日は、

次の各号に掲げる日とする。

（１） いずれの金融商品取引所（指定市

場開設者であるものに限る。）において

も上場廃止となった銘柄（同時に他の指

定金融商品市場に上場する場合を除

く。）について、上場廃止の日の前日か

ら起算して４日目の日（休業日を除外す

る。以下日数計算について同じ。）。た

だし、当該銘柄のうち転換社債型新株予

約権付社債券について、当該４日目の日

が業務方法書第６４条第３項第２号か

ら第４号までに掲げる日に当たる場合

には５日目の日とし、次のａ又はｂに定

める場合には６日目の日とする。

ａ 上場廃止の日の前日から起算して

４日目の日が、業務方法書第６４条第

３項第２号又は第３号に定める日の

前日であって、かつ、同項第４号に定

める日に当たる場合

ｂ 上場廃止の日の前日から起算して

４日目の日が業務方法書第６４条第

３項第２号又は第３号に定める日に

当たり、かつ、その翌日が同項第４号

に定める日に当たる場合

（２）～（４） （略）

２ （略）

（遅延損害金の授受）

第３条 証券決済未了に係る渡方現物清算

参加者（以下「証券決済未了渡方清算参加

者」という。）は、証券決済未了の場合、

その日のＤＶＰ清算値段に証券決済未了

に係る有価証券の数量を乗じた額１００

円につき４銭の遅延損害金を当社に支払
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ＤＶＰ清算値段に証券決済未了に係る有

価証券の数量を乗じた額に、当該日の翌日

までの休業日の日数に１を加えた数を乗

じた額）１００円につき４銭の遅延損害金

を当社に支払わなければならない。

２ 証券決済未了渡方清算参加者は、利付転

換社債型新株予約権付社債券について、業

務方法書第６４条第３項第４号に定める

日の前日における証券決済未了の場合、前

項の規定による遅延損害金に加え、当該定

める日におけるＤＶＰ清算値段に証券決

済未了に係る有価証券の数量を乗じた額

（当該日が休業日の前日に当たる場合は、

当該日のＤＶＰ清算値段に証券決済未了

に係る有価証券の数量を乗じた額に、当該

日の翌日までの休業日の日数に１を加え

た数を乗じた額）１００円につき４銭の遅

延損害金を当社に支払わなければならな

い。

３ 当社は、前２項の規定により受領した遅

延損害金を、証券決済未了に係る受方現物

清算参加者（以下「証券決済未了受方清算

参加者」という。）に交付する。ただし、

当該証券決済未了受方清算参加者が、業務

方法書の取扱い第１４条の規定に基づく

申告を証券決済未了に係る有価証券の銘

柄について行っていた場合においては、当

社は、当該申告に係る数量（証券決済未了

に係る数量に限る。）について、前２項の

規定により受領した遅延損害金の４分の

３に相当する額の金銭を、当該証券決済未

了受方清算参加者に交付する。

４ （略）

（配当金又は権利の引渡通知書）

第５条 業務方法書第６４条第３項第１号

に定める日（休業日に当たるときは、順次

繰り上げる。）において、証券決済未了に

より決済を繰り延べた場合には、証券決済

未了渡方清算参加者と当社が指定する証

券決済未了受方清算参加者は、配当金、権

わなければならない。

２ 証券決済未了渡方清算参加者は、利付転

換社債型新株予約権付社債券について、業

務方法書第６４条第３項第４号に定める

日の前日における証券決済未了の場合、前

項の規定による遅延損害金に加え、当該定

める日におけるＤＶＰ清算値段に証券決

済未了に係る有価証券の数量を乗じた額

１００円につき４銭の遅延損害金を当社

に支払わなければならない。

３ 当社は、前２項の規定により受領した遅

延損害金を、証券決済未了に係る受方現物

清算参加者（以下「証券決済未了受方清算

参加者」という。）に交付する。

４ （略）

（配当金又は権利の引渡通知書）

第５条 業務方法書第６４条第３項第１号

に定める日（休業日に当たるときは、順次

繰り上げる。）において、証券決済未了に

より決済を繰り延べた場合には、証券決済

未了渡方清算参加者と当社が指定する証

券決済未了受方清算参加者は、配当金、権



3

7

利等に係る取扱いについて、協議を行い、

当社の定める指針を尊重して配当金、権利

等に係る調整処理を行うよう努めるもの

とする。この場合においては、当該証券決

済未了渡方清算参加者は、所定の「配当

金・権利等引渡通知書」を当該証券決済未

了受方清算参加者に交付するものする。

２ （略）

（バイインの請求の取下げ）

第１３条 証券決済未了受方清算参加者は、

バイインの請求日から起算して４日目の

日以降は、当該請求を取り下げることがで

きる。この場合において、当該請求の取下

げはバイインの請求日の早いものから順

に行うものとし、請求日を同一とする請求

についてはそのすべてを取り下げるもの

とする。

２・３ （略）

（バイインによる売買の買方現物清算参

加者の指定及び買付申込み）

第１４条 証券決済未了受方清算参加者が

バイインの請求を行った場合において、当

該請求日から起算して３日目の日のＤＶ

Ｐ決済に係る決済時限を超えてもなお当

該証券決済未了受方清算参加者の決済が

繰り延べられている場合には、当社は、当

該請求が行われた時点以前において証券

決済未了渡方清算参加者となっていた現

物清算参加者のうちから、バイインの買付

けを行うべき現物清算参加者を指定する。

この場合においては、当該現物清算参加者

は、当該指定の日に当社が指定する数量に

ついて自己の計算においてバイインの買

付けの申込みを行ったものとみなす。

２・３ （略）

（バイインによる売買の売付申込み）

第１５条 バイインの買付けに対する売付

けの申込みは、現物清算参加者が、次の各

利等に係る取扱いについて、協議するもの

とする。この場合においては、当該証券決

済未了渡方清算参加者は、所定の「配当

金・権利等引渡通知書」を当該証券決済未

了受方清算参加者に交付するものとする。

２ （略）

（バイインの請求の取下げ）

第１３条 証券決済未了受方清算参加者は、

バイインの請求日から起算して５日目の

日以降は、当該請求を取り下げることがで

きる。この場合において、当該請求の取下

げはバイインの請求日の早いものから順

に行うものとし、請求日を同一とする請求

についてはそのすべてを取り下げるもの

とする。

２・３ （略）

（バイインによる売買の買方現物清算参

加者の指定及び買付申込み）

第１４条 証券決済未了受方清算参加者が

バイインの請求を行った場合において、当

該請求日から起算して４日目の日のＤＶ

Ｐ決済に係る決済時限を超えてもなお当

該証券決済未了受方清算参加者の決済が

繰り延べられている場合には、当社は、当

該請求が行われた時点以前において証券

決済未了渡方清算参加者となっていた現

物清算参加者のうちから、バイインの買付

けを行うべき現物清算参加者を指定する。

この場合においては、当該現物清算参加者

は、当該指定の日に当社が指定する数量に

ついて自己の計算においてバイインの買

付けの申込みを行ったものとみなす。

２・３ （略）

（バイインによる売買の売付申込み）

第１５条 バイインの買付けに対する売付

けの申込みは、現物清算参加者が、次の各
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号に定めるところにより行うものとする。

（１）～（４） （略）

（５） 売付申込値段の制限

売付申込値段は、バイインによる売買

を行う日の一定の順位により選択され

た指定金融商品市場（取引所金融商品市

場に限る。）における最終値段（指定市

場開設者の定める気配表示が行われて

いるときは、当該最終気配値段を含み、

当該バイインを行う日に最終値段（当該

最終気配値段を含む。）がないとき又は

業務方法書第６４条第３項各号（第４号

を除く。）に掲げる日の前日においては

当社がその都度定める値段とする。）と

当該値段からその１０％相当額を加え

た値段の範囲内の値段とする。ただし、

当社は、必要があると認めるときは、当

該売付申込値段の範囲を臨時に変更す

ることができる。

２ （略）

付  則

１ この改正規定は、平成３１年７月１６日

から施行する。ただし、第３条第１項及び

第２項の改正規定は、同月１日から施行す

る。

２ 改正後の第２条第１項第１号の規定は、

平成３１年７月１７日以後に第２条に規

定するいずれの金融商品取引所において

も上場廃止となった銘柄から適用する。

３ 改正後の第１３条から第１５条までの

規定は、この改正規定施行の日以後に行わ

れるバイインの請求から適用する。

４ 前３項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行う

ために必要な当社が設置するシステムの

稼動に支障が生じた場合その他やむを得

ない事由により、改正後の規定を適用する

ことが適当でない当社が認める場合には、

平成３１年７月１６日以後の当社が定め

号に定めるところにより行うものとする。

（１）～（４） （略）

（５） 売付申込値段の制限

売付申込値段は、バイインによる売買

を行う日の一定の順位により選択され

た指定金融商品市場（取引所金融商品市

場に限る。）における最終値段（指定市

場開設者の定める気配表示が行われて

いるときは、当該最終気配値段を含み、

当該バイインを行う日に最終値段（当該

最終気配値段を含む。）がないとき又は

業務方法書第６４条第３項各号（第４号

を除く。）に掲げる日の２日前若しくは

前日においては当社がその都度定める

値段とする。）と当該値段からその１

０％相当額を加えた値段の範囲内の値

段とする。ただし、当社は、必要がある

と認めるときは、当該売付申込値段の範

囲を臨時に変更することができる。

２ （略）
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る日から施行する。
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有価証券引渡票に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

（品借料の徴収）

第５条 （略）

２ （略）

３ 品借料の計算期間は、有価証券引渡票の

発行の日の翌日から当該有価証券引渡票に

係る有価証券の貸借の決済を履行する日ま

で（休業日を含む。）とする。ただし、渡

方現物清算参加者が有価証券引渡票を発行

した日のうちに当該有価証券の貸借の決済

を履行した場合は、品借料は１日分として

計算する。

付  則

１ この改正規定は、平成３１年７月１６日

から施行し、この改正規定施行の日以後に

発行される有価証券引渡票から適用する。

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社が設置するシステムの稼動に

支障が生じた場合その他やむを得ない事由

により、改正後の規定を適用することが適

当でない当社が認める場合には、平成３１

年７月１６日以後の当社が定める日から施

行する。

（品借料の徴収）

第５条 （略）

２ （略）

３ 品借料の計算期間は、有価証券引渡票の

発行の日の翌日から当該有価証券引渡票に

係る有価証券の貸借の決済を履行する日ま

で（休業日を除外する。）とする。ただし、

渡方現物清算参加者が有価証券引渡票を発

行した日のうちに当該有価証券の貸借の決

済を履行した場合は、品借料は１日分とし

て計算する。


